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 １．なぜ「開かれた学校づくり」なのか  ２．学校への「要求」の変化  ３．学校支援地域本
部の実践  ４．学校評議員制度の実現  ５．コミュニティスクールの創設  ６．再び、なぜ「開
かれた学校づくり」なのか 
 このうち、１から３までは昨年第 6 号に掲載した。今号では４から６までを掲載する。 
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 学校評議員制度は 2000 年の 4 月から実施に移され、各学校にかなり広がってきました。最
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2000 年 12 月 教育改革国民会議報告 新しいタイプの学校として、コミュニティスクール
の設置の促進を提言。 
2001 年 1 月 文科省「21 世紀教育新生プラン（レインボー・プラン）」 新しいタイプの学
校について検討することを決定。 
2002 年 3 月 規制改革推進 3 か年計画（改定）（閣議決定） コミュニティスクール導入の
ための実践研究の推進を決定。 
2002 年 4 月 文科省「新しいタイプの学校運営の在り方に関する実践研究」開始（～2005
年 3 月） 「保護者や地域住民が運営に参画する新しいタイプの学校運営の在り方」につ
いて研究。 
2003 年 3 月 規制改革推進 3 か年計画（再改定）（閣議決定） コミュニティスクール導入
のための制度整備の推進を決定。 
2003 年 5 月 文部科学大臣から中央教育審議会への諮問「今後の初等中等教育改革の推進
方策について」 コミュニティスクールを含めた学校の管理運営の在り方について諮問、
検討開始。 
2004 年 3 月 中央教育審議会答申「今後の学校の管理運営の在り方について」 地域運営
学校（コミュニティスクール）について、その意義や制度の在り方について答申。 
2004 年 3 月 第 159 回国会に地方教育行政の組織及び運営に関する法律（地教行法）改正
案を提出 コミュニティスクールを設置可能とするため、法案を提出。 
2004 年 6 月 改正地教行法成立、公布 
2004 年 9 月 改正地教行法施行 
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2000 年、足立区「開かれた学校づくり協議会」モデル校に指定。同年 5 月、学校に「開か
れた学校づくり協議会」発足。 
学校区内の町会、幼稚園、保育園、おやじの会の代表、PTA 会長およびその顧問、中学
校長、青少年委員、主任児童委員、当該学校長・教頭の 22 名の委員、教員代表 2 名
の準委員 
学校のオープン化、地域の学校化、授業診断と学校評価をテーマに 







  地域検討委員会、「求められる校長像」「望む教師像」を続けてまとめる。 
地域検討委員会、拡大「協議会」を開催。地域および保護者を対象に、3 つの目標像と
五反野小学校理事会設立の趣旨を説明、承認される。 
  足立区教育委員会に「（仮称）学校理事会に関する提案」を提出。 
2003 年 1 月、「五反野小学校理事会」発足。 
地域代表 3 名（「開かれた学校づくり協議会」から選出）、保護者代表 3 名、学校代表 4
名（校長およびその推薦による教職員）、教育委員会代表 1 名の計 11 名 
  第 2 回理事会で、「望まれる家庭像」「望まれる児童像」をまとめる。 
  実践研究の指導のために運営指導委員会設置。 
2004 年 11 月、学校運営協議会制度の適用を受け、地域運営学校（コミュニティスクール）
に指定。 
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 同様の取り組みを経てのことだと思われますが、2006 年 8 月 1 日時点で全国 75 校に学校運
営協議会が設置されることになりました。それが、半年後の 2007 年 2 月 7 日時点では全国で
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 問題は、この社会的・文化的実践の中心なるものが現存しているものなのかどうかという点
です。私なりの解釈ですが、それは必ずしも現存する必要はなく、目標状態のものも含めてよ
いのではないかと考えています。兄弟子たちと表現しましたが、中心とは、自分ひとりではな
く共同で目指すべき目標、また周辺とは、目標に近づく手探りのプロセス、ちょうど兄弟子た
ちが目標の小刻みなステップみたいなものです。そういうふうに考えてよいのではないかと思
います。仮に共同体の中心なるものが存在するとしても、それは成員によって社会的に構成さ
れるものであり、手探りで進めて行って、目標がある程度達成されたと感覚的につかまえられ
るようなものを超え出るものではありません。要するに、自分たちが目指すもの、やろうとす
ることを実践していって、進めながら何某かの手応えを得て、それを共有していくとともに、
目標を再確認していく、あるいは再設定するという連続的な営みです。正統的周辺参加論は学
びの理論、子どもも大人も含めた生涯学習の理論と位置づけられますが、何が達成できたか、
その達成状態ではなく、このような目標に向かっていきながらまた目標をつくっていく連続的
な営み、行為そのものが学びであり、生涯学習だということができるでしょう。 
 今日は「まちづくり」のための講座で「開かれた学校づくり」をテーマにお話してきました。
そこで紹介したいくつかの実践を参考に、皆さん方「地域創造塾」という「共同体」の中心、
目標に、例えばコミュニティスクールの創設などを設定するとしたら、さらにこの「地域創造
塾」共同体で検討を重ね、手探りで実践していくことになるでしょう。この営みはまったく生
涯学習になるわけで、学校づくりが生涯学習のまちづくりになるのだということです。今日の
話をきっかけにしていただけるのなら、講師としてこれ以上の喜びはありません。「開かれた学
校づくり」がまちづくりの戦略になるかどうか、講座の他のテーマと比べながらあわせて議論
していただく、その議論が盛り上がれば、それだけでもすでに生涯学習の活性化が果たされる
ことになるので、私自身としては誠に幸いです。 
 時間が参りました。本日はご清聴、誠にありがとうございました。 
 
